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平成１７年３月期  決算短信（非連結） 

平成１７年５月１６日 

 

会 社 名  コマップ株式会社             グリーンシート銘柄 

コード番号  2407                 本社所在都道府県 福岡県 

本社所在地  福岡市中央区今泉１丁目 12 番 23 号  

問い合わせ先 責任者役職名 代表取締役社長 

        氏    名 近藤 環       ＴＥＬ(092)738-1600     

        中間配当制度の有無  有 ・ 無 

 

１．平成 17 年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

（注） 1．本決算短信の数値は、未監査です。 

    2．千円未満は切り捨てて表示しております。 

(1) 経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

千円   ％

342,098（115.3）

296,791（340.5）

千円   ％

11,267（1032.7）

1,091（  -  ） 

千円   ％

7,272（340.6）

2,135（  -  ）

 

 
当期純利益 

1 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株 主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

千円   ％ 

  6,947（614．2） 

1,131(  -  ） 

円 銭

3,271  26

685 69

円 銭

―

―

％ 

6.1 

1.9 

％ 

2.9 

1.6 

％

2.1

0.7

(注)  1. 持分法投資損益 17 年 3 月期 －千円 16 年 3 月期 －千円 

2. 有価証券の評価損益 －千円  デリバティブ取引の評価損益 －千円 

3. 期中平均株式数 17 年 3 月期 2,123 株  16 年 3 月期 1,650 株 

4. 会計処理の方法の変更   有 ・ 無 

 

 

(2)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

千円

314,214 

177,115 

千円

    165,577 

58,730 

％ 

52.7 

33.2 

円  銭

61,347  82 

34,547  36 

(注) 期末発行済株式数 17 年 3 月期 2,699 株  16 年 3 月期 1,700 株 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

千円

△11,901

△31,724

千円

△81,861

 △25,127

千円 

117,067 

51,196 

千円

26,492

3,187

 

２．平成 18 年 3 月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３1日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

通  期 

千円 

638,400 

千円

68,618

千円

41,216

円 銭 

― 

円 銭 

― 

円 銭

 ― 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）15,270 円 84 銭 

上記に記載した予想数値は、現時点での入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不

確実な要素を含んでおります。実際の実績等は、業績の変化等により、上記予想数値と異なる場合が

あります。 

 

３．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は公正かつ効率的な経営に取り組むにあたり、コーポレート・ガバナンスが重要な課題であると認

識しております。そのため、経営の意思決定の内容及び過程を明確にし、利害関係者の意思や利益を適切

に反映していくように努めております。 

 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社の取締役会は、提出日現在  名で構成し、商法に定められた取締役会のほか、必要に応じて臨時取

締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を

逐次監督しております。 

また、グリーンシート銘柄指定後の継続ディスクロージャーサポートについては、公認会計士の指導を

受けながら、経営情報の迅速な開示を目的として、株主及び投資家に対して決算データ等の情報開示に備

えた体制を整備しております。 


